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概要版 

組込型金融の戦略的影響 

組込型金融（embedded finance）は、金融機関にとって重要な戦略的検討事項となりつつあります。従来の金融機関、

フィンテック、サードパーティ・サービスプロバイダーを含む多くのイノベーターは、金融サービスを非金融サービス・商品に組み込むために

必要な機能に既に投資し導入しているか、または既にエコシステムに一部の金融商品を組み込んでいる非金融サービスプロバイダ

ーに直接投資しています。

国際金融協会（IIF）とデロイト グローバルは、金融サービスエコシステムに関する 4 回シリーズの第 2 弾となる本レポートで、組込

型金融の概念と、それが顧客体験にどのような影響を与えるかを調査しています。要約すると、金融商品・サービスがユビキタス化

（遍在化）し、顧客が必要とすればいつでもどこでも利用できるようになり、金融以外の取引や活動に組み込まれることが増え

るにつれて、顧客体験が急速に進化していることがわかります。 

このパラダイムシフトは、金融商品・サービスのバリューウェブにおける変革も意味します。実際、組込型金融モデルの出現は、金融

サービスのバリューチェーンが非直線的な「バリューウェブ」に進化しつつあることを示すさらなる裏付けであり、バリューウェブでは複数の

プレーヤーが商品を最終消費者に届けるために（順次ではなく）同時に価値を提供しています。消費者にとって目に見えるように

なるのは、多くの場合、消費者が求めているサービス、商品、または価値の提案であり、一方で基盤となる金融サービスはより透

明性が高くなります（またはアクセスがますます円滑となります）。これは、顧客が金融サービスプロバイダーをどのように認識するか

に影響を与える可能性や、法人・個人顧客のユーザー体験と選択肢の多様化にも影響を与える可能性があります。

組込型金融の概要 

組込型金融は、金融サービス・商品を非金融サービス・商品のデジタル体験に統合するものです。 

組込型金融により、顧客は、同じ体験の中または同じカスタマージャーニーで、顧客が必要とする金融サービスに加え、顧客が望む

または必要とする商品・サービスに、アクセスすることができるようになります。 

組込型金融は、ジオロケーション、モノのインターネット（IoT）（例：スマートホーム、スマートカー、スマートシティ、スマート冷蔵庫）、

人工知能（AI）、機械学習（ML）など、より良い文脈化（contextualization）と遍在的なサービスを可能とする他のテクノロ

ジーとともに導入されることで、その可能性を最大限に発揮することができます。
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組込型金融は、個人顧客と法人顧客の両者にメリットをもたらすものであり、その主な特徴として、次のものがよく見られます。 

組込型金融は、さまざまなビジネスモデルのイネーブラー（実現手段）として機能します。実際、多くのプラットフォーム経済モデル

（例：車やその他の移動手段のレンタル、住宅の賃貸、あらゆる種類の商品の購入など）の開発支援において特に有用です

（図 1 参照）。 

図 1：イネーブラーとしての組込型金融 
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次のように、誰が誰にサービスを提供するかによって、さまざまな形式の組込型金融が見られます。 
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組込型金融と隣接する概念 

組込型金融とバンキング・アズ・ア・サービス（BaaS）は密接に関連した概念ではありますが、全く同じものではありません。 

組込型金融は、非金融サービス・商品の中に金融サービス・商品をフロントエンドで統合したものと見ることができますが、BaaS は、

バックエンド、つまり「レール」と規制との接続（例：マネーロンダリング対策または詐欺対策をサービスとして、規制遵守をサービスと

して、ユーザーインターフェースをサービスとして、さらには銀行のライセンスをサービスとして提供すること）を指します。ただし、組込型

金融と同一視される可能性のある BaaS の定義もあります（図 2 参照）。 

組込型金融も BaaS も API 上に構築されることが多く、場合によっては、BaaS が組込型金融を実現するための前提条件となるこ

ともあります。 

図 2：組込型金融 

オープンバンキングやオープンファイナンスもまた、組込型金融に隣接する概念であり、消費者の同意のもと、標準化された安全な

インターフェース（API）を通じてデータを共有することを意味します。 
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組込型金融のメリットと課題 

組込型金融がもたらすメリットには、ユーザー体験の向上、金融包摂の強化、商品・サービスのより良いよりカスタマイズされた提供

を可能にすること、新たな収益源や強化された収益源の創出、金融機関の新規顧客獲得コストの削減、スケーラビリティの促進

などがあります。これらのメリットは、多くの場合、パートナーシップやコラボレーションを通じて実現されます。 

組込型金融は、顧客の信頼の維持、顧客の選択肢の多様化のサポート、消費者保護の維持、相互運用性とシームレスなユー

ザー体験の実現、組込型金融の市場におけるその他の主要な進化（例：オープンデータ、デジタル ID）との組み合わせによる

最適な導入方法の決定など、金融機関にいくつかの課題ももたらします。 

組込型金融の発展とユースケース 

組込型金融はまだ完全に普及していません。私たちは、中小企業向けのビジネスケースの拡大とともに企業間取引（B2B）

分野がさらに発展すること、また、組込型金融のユースケースにおいて自動化と人工知能 (AI) の導入が増加し、消費者がより良

い金融上の意思決定を行えるようになること、さらに、サービスの統合とプラットフォーム化現象（消費者と複数のサービスプロバイ

ダーを結びつける中央マーケットプレイスの創設）によって市場で一定の統合が進むことを予想しています。 

最近の推計によると、2030 年までに、組込型金融の市場は 7 兆 2,000 億米ドルに成長するとされています。 

金融サービス内の多くの分野（例：決済、保険、クレジット、投資）において組込型金融のユースケースが現れていますが、現在

の最も成熟したユースケースは決済と保険に見られます。本調査において行われたインタビューによると、その他の分野はまだ成長し

ており、さまざまなビジネスケースでさらなる成熟が見られるでしょう。 
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